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 Ⅱ　学校給食における食物アレルギー対応
　食物アレルギーを有する児童生徒にも学校給食を提供するために、安全
性を最優先とし、献立は、作成段階からアレルギー対応を考慮して作成し
ます。
　施設・設備の状況、施設全体でのアレルギー対応状況、調理に従事する
人員及び作業行程、栄養のバランス等を考慮した上で、献立作成委員会の
方針に基づき作成します。

1　献立の作成と検討（Ｐ26参照）

⑴　献立作成における食物アレルギー対応の基本方針作成
●市町村教育委員会等は、献立作成委員会等と連携して、献立作成における食物アレルギー対応の基本方

針を作成し、定期的に見直します。

●安全な学校給食の提供を目的に、各学校や調理場の能力や環境（体制・人的環境・物理的環境）、児童

生徒の食物アレルギーの実態を踏まえて作成します。

●献立を作成する段階からアレルギー対応を考慮する必要があります。

⑵　安全性の確保を目的とした学校給食提供の考え方
　安全性確保のため、原因食物の完全除去対応を原則とします。

　ここで言う完全除去とは原因となる食品を全く食べない給食のことで、給食そのものを提供しないとい

うことではありません。

使用頻度を検討する必要がある食品
●重篤度の高い食品（そば・落花生等）、発症数の多い食品（卵・乳・小麦・えび・かに等）は使用す

る頻度を検討するとともに、使用していることが明確な料理や料理名とします。

　（例：かにと卵のスープ、えび入りかき揚げ、チーズ入りパン等）

●加工食品は、添加物として原因食品が使用されていない食品を選定する等の対応を考慮します。

（例：ちくわやさつまあげなどの練り製品及びハムやベーコンなどの畜肉食品は、つなぎとして卵成

分を含まないものを選定する。）

調理等の工夫例
　栄養教諭等は、献立を作成する際は、原因食物の混入を防止し、複雑で煩雑な調理作業とならないよ

うに、作業工程表や作業動線図で確認します。（資料1・資料2参照）

①　全員の献立に原因食品を使用しない献立にします。

（例1）小麦アレルギー対応

　天ぷらやフライ、から揚げ等の衣に小麦粉ではなく米粉やじゃがいもでん粉を使用する。
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（例2）卵アレルギー対応

　天ぷらやフライの衣に卵を使用しない。

②　原因食品が使用されていることが一目でわかるような料理にします。

（例）ハンバーグにチーズを練り込むのではなく、上にのせる。

③　原因食品が入っている料理と除去した料理で形を変えて提供します。

（例1）調理中の工夫

　　チーズ入りのコロッケは小判型、チーズなしのコロッケは四角型に成形して調理を行う。

（例2）物資選定の工夫

　　デザートをセレクト献立とし、全員が好きな物を1つ選び、事前に予約する。

　　例：プリン（乳・卵入り）とゼリー（乳・卵なし）とシャーベット（乳・卵なし）

　　　＊アレルギーのある子もない子も同じように給食を楽しめます。

弁当対応の考慮対象
　以下に該当する場合は安全な給食提供は困難であり、弁当対応を考慮します。

①　極微量で反応が誘発される可能性がある等の場合

ａ）調味料・だし・添加物の除去が必要

ｂ）加工食品の原材料の欄外標記（注意喚起表示）の表示がある場合についても除去指示がある

　（注意喚起例）

・同一工場、製造ライン使用によるもの

・原材料の採取方法によるもの

・えび、かにを補食していることによるもの

ｃ）多品目の食物除去が必要

ｄ）食器や調理器具の共用ができない

ｅ）油の共用ができない

ｆ）その他、上記に類似した学校給食で対応が困難と考えられる場合

②　施設の整備状況や人員等の体制が整っていない場合

　＊ａ）～ｆ）に該当する場合、主治医にこれらの対応が必要であるかを改めて確認することが望ましい。
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⑶　食品選定のための委員会との連携
　物資選定委員会等、食品選定のための委員会は、献立作成委員会等で決定した原因食品の使用における

方針に基づいて、食材の選定及び調達を行います。

　　例）・重症化しやすい食品の使用頻度

　　　  ・原因食物となりやすい乳卵成分が含まれた練り製品（魚介・畜肉）の使用

　　　  ・加工食品の使用　等

⑷　実施献立の共有
　決定した献立は、詳細な献立表とともに、栄養教諭等と保護者（及び児童生徒）とで確認し、学校・調

理場の関係職員と共有します。→資料3参照

献立変更時の対応方法の決定
　献立の変更は、やむを得ない場合のみとし、児童生徒、保護者及び関係者全員が情報を共有できるよ

う、食物アレルギー対応委員会で対応方法を決定し、市町村教育委員会が作成したマニュアルや「個別

の取組プラン」等に記載します。

⑸　問題への対応を報告する体制の整備
　学校や調理場で起きたすべての事故及びヒヤリハット事例は、食物アレルギー対応委員会へ報告し、定

期的かつ施設ごとに対応方法の評価、検討を行います。

　すべての事例は、市町村教育委員会等に報告します。

2　給食提供－体制づくり

⑴　食物アレルギー対応を行う児童生徒の情報共有
　食物アレルギー対応を行う児童生徒に関する情報を全調理員で共有します。また共有する方法や掲示場

所等を事前に決定しておきます。

単独調理場方式
①　市町村教育委員会等の学校における食物アレルギー対応に関する委員会の基本方針をもとに、校内

の食物アレルギー対応委員会で「個別の取組プラン」を作成します。

②　管理職は、全教職員へ対応を周知徹底し、共通理解を図るとともに、共有方法や掲示場所等を事前

に決定しておきます。特に、栄養教諭等、調理員に対応の徹底を指示します。

③　保護者へは、対応内容を通知し、「個別の取組プラン」について説明し、書面で了解を得ます。保

護者には、毎月、詳細な献立表等で対応内容の具体的な確認、調整を行い、書面で了解を得ます。

共同調理場方式
①　各学校の管理職は、共同調理場長へ「個別の取組プラン」を示し、共通理解を図ります。

②　共同調理場長は、栄養教諭等と調理員に単独調理場方式に準じた対応の徹底を具体的に指示します。
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⑵　調理器具、食材の管理

調理器具
●対応食専用の調理器具や食器具類を使用することが望ましい。その場合は、一般の調理器具や食器具

類と区別して保管します。

●共同調理場方式では配送用の個別容器を用意し、学校ではそれを置くスペースを確保します。

食　材
●対応食材は物資選定委員会等で決定されたものを使用します。

●対応用食材は、他の食材と区別して保管します。

⑶　調理担当者の区別化
　対応食担当の調理員を区別化することで、作業の単純化を図り、引継ぎによるエラーを防ぎます。調理

員が十分な数を配置できない場合でも、調理作業等を区分して行えるよう配慮します。

⑷　調理作業の区別化
　調理作業場の区別化を検討する。専用の設備がない場合には、調理作業を区別して行えるよう、対応の

ための作業動線図（資料2）を作成して事故防止につなげます。

⑸　確認作業の方法、タイミング
　調理作業工程の確認作業の方法やタイミングを決めておきます。（Ｐ27参照）

⑹　調理場における対応の評価
　調理場における対応の限界を整理し、食物アレルギー対応委員会に問題提起します。校内のアレルギー

対策委員会では、調理場の状況を踏まえ、対応方法を検討します。

作業工程表作成のポイント

●必ず事前に作成する。

●調理員と綿密な打合せを行い、共通理解を

図る。

●一般食の作業工程表の中に対応食の作業工

程についても明記する。

●いつ、どこで、誰が、何に気をつけて（混入・

誤配等）作業するか明記する。

●途中で取り分ける料理についても明記する。

作業動線図作成のポイント

●必ず事前に作成する。

●一般食の作業動線図の中に対応食の作業動

線についても明記する。

●対応食の食材は、普通の動線と分けて分か

るように明記する。

●対応食を調理する場所を明記する。

●混入が心配される場所を明記し、注意を促

す。


